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The Analysis of necessity about the revise of “Japan International Cooperation law”, as 
the nation organization for the bilateral national cooperation, for the purpose of 









The author engaged in the signification of remedial action of economic, regional 
disparity among states at earth. 
First of all, the author introduced the outbreak of human species Homo sapience and its 
diffusion at earth. Then, the author introduced battle of Homo sapience toward 
ecological natural enemies, viruses and bacillus. Then, introduced the inevitability of 
survival race among Homo sapience itself by function of desire to survive and desire to 
generative reproduction as life existence, as a result of population increasing after the  
victory of survival battle toward natural enemies and viruses. 
Overall, the author analyzed the origin of nation building and the risk management of 
war/confusion as a result of wealth disparity at earth. 
For the purpose of remediation of multi-national disparities, it is discussed that UNDP 
and International Organizations could be main stakeholder for the distribution of 
wealth to poor region and chage to rifch regional states, with the method of regional 
transfer money fluency progressive taxation. 
Among those tendency, it is required that JICA (Japan International Cooperation 
Agency), as a nation organization of Japan state, must be functioned toward the 
alleviation of disparity and cultural severance among states, for the ultimate purpose of 
national interest of Japan state and Japanese nation people. For that purpose, the 
author analyzed that there is necessity of revise of present JICA law, to prevent the 
confusion and divide the job contents area between JICA’s real purpose (national 
interest), and other organizations’ purposes like global citizenship altruistic aid by 
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隣国（B 国）に食糧援助を求めた。B 国はこの機に乗じて A 国を攻めて併合することもで
きたが、これまでのつきあいや優しさ道徳感情から、A 国に援助をした。当然、A 国は感謝
して謝意を述べた。数年後、今後は B 国が飢饉になり、A 国に対し、「あの時助けたのだか
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「国際協力の促進に資することを目的とする。 」これもあいまいすぎる。目的は静的な
Situation がわかりやすく望ましい。動的な Action ではない。 
































イ 海外移住に関し、調査及び知識の普及を行うこと。  
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JICA は、自治体でのローカルすぎる浅い国際交流に介入し、協力隊 OBOG の 20 代 30
代前半の若者 60 名ほどを、「推進員」や「市民参加調整員」として雇っている。JICA は彼
ら推進員らを県庁や自治体の国際交流協会で働かせ、協力隊制度の広報や国際交流の宣伝
をさせているが、それだけの仕事に対し、過剰な高額給与（月 37 万円、月 46 万円）とい
う財政浪費を行っている。 
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 また、JICA 専門家や調整員に関しては、これは JICA だけでなく上層の外務省の問題で
もあるが、給料の２重手取りという状態が生じている。 
 すなわち、本俸（20～30 万円）と外国赴任手当て（20～30 万円）として、一ヶ月の給料
が両方出ることで、月給 45～60 万円というすさまじい高額所得となっている。 
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とつふたつしゃべれてちょっと事務処理や中途半端な専門ができたからといって、この金
額は異常である。 
 隊員なんか、月 3 万円で、ストレスや持病抱えながら途上国の辺境で泥臭い仕事をして
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 また、近年の専門家や JOCV 公募を見ると、キルギスのように首都にもあまり人数を送
っていない国に、首都から車で何時間もかかるようなとんでもない奥地の辺境に隊員を送
るような要請案件があって仰天したことがあった。 
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専門家 パラオ・赤道以北 １０ 対 赤道以南 １ 








99～01 年頃の外務省 JICA のグアテマラ出先機関は、グアテマラに 110 人近く送って、
たいした成果を挙げられなかった。この 110 人のうち、100 人はフィリピンやインドネシ
アに優先順位付けて送っておけば、こうした愚行は防げたのである。 
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 大卒院卒初任給で 20～25 万程度、数年すれば、28～35 万、係長課長クラスで 30 万後半
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 総裁および理事、、、、、、月 33 万 
 局長、部長、、、、、、、、月 30 万～31 万 
 係長、課長クラス、、、、、、、月 25 万～28 万 
 係長までの非管理職、、、、、月 18 万～23 万 





















よりよほど恵まれている。年間で単身者 20～30 万、家族同行者で 30 万から 40 万程度も予
算組めば充分であろう。（もちろん、交通費以外は支給しない。）。 
著者が、国家援助に関しては、職員や専門家調整員も、アジア太平洋中東に多く派遣せ
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 民間（上場）との給与格差を口にする公務員や公職職員は多いわりに、そんなにいいな
らと民間に転職する公務員は少ない。 

































と、この言葉をいわゆる JICA 職員の方々に贈ります。 
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が居住している。更に、東京都では昼間人口が夜間より 265 万人増し、夜間の 1.2 倍の人
口となっている。 
 この結果、首都圏では、狭い土地に高い人口密度となり、人類にとって様々な不便をも
たらしている。過剰な地価高騰、高い家賃、狭い戸別面積、住宅の密集、対応不可能な戦
災震災リスク；職住の遠距離化、アウシュビッツ行きの列車の様な通勤通学地獄、電車痴
漢の被害や逆に冤罪、交通渋滞；大気汚染など環境の悪化、緑地水路の不足、風を阻むビ
ル群、夏の異常高温、治安の悪化、などである。少数の富裕層などは、緑地や海岸の逃げ
場がある世田谷区や多摩湘南に逃げられる。しかし、失政による無計画な宅地造成が進ん
だ足立区・埼玉南部・城東地域では、一面にビル建築物の白さ灰色さとアナーキーな商業
看板の猥雑しかないコンクリート砂漠の土地が広がっている。人類個体群世界以外の自然
の世界と触れ合う機会が少ない環境（養老、2005）での生育は、児童の情操教育にはもち
ろん、青年以降の人類が円滑で精神的に豊かな生活をすることや、老年以降の世代が穏や
かな日々を過ごすことにも、支障や損失をもたらす。 
 本研究では、首都圏近郊や首都機能移転候補地などの人口密度と面積比率を分析し、比
率に応じてカテゴリーの分類をした。それにより、日本国民が物理精神ともに豊かな生活
を送ることができるような国土上の人口分布を提言し、移行するシステムを構築するため
の、分析とした。  
首都圏から人口を移住させる場合、北海北東北・南九州は、ランク A（人口密度に非常に
大きな余裕があるが、首都より遠距離のため最終的な大規模移動地域）とした。山形福島
新潟長野岐阜は、B（人口密度に余裕、人口少、面積大）。山梨福井和歌鳥取徳島島根高知
が、C（人口密度に余裕、人口少、面積小）。宮城栃木群馬三重富山石川岡山山口愛媛が、D
（人口密度は平均以下だが飽和に近い、人口少、面積小）とした。 
E（滋京奈香川は人口少だが面積も極少）、F（兵庫広島は人口多すぎの面積大）、は共に
片手落ちの飽和状態であった。茨城埼玉千葉東京神奈静岡愛知大阪は、G（人口大、面積少）
の完全飽和であった。（東神大は危急の拡散を要する重体過密。） 
 首都に近く平野も多い山形庄内、福島いわき、新潟への人口移動が注目でき、特に新潟
への首都移転が望ましいと判断した。A～D への移住に際し、職住接近の田園都市計画を作
るため、大企業からの移転企業支援や税制優遇、公的所得保障、社会保障、法整備、過密
地域への新規移住規制や課徴税などの田園都市総合計画が必要とされた。 
